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日本医療政策機構と東京大学 SPRING GX は、気候変動枠組条約第 28 回締約国会議（COP28）

の開催を前に、気候変動と健康、持続可能な医療システム、気候変動政策に関する意見を集

めるため、日本の医師を対象に自記式質問紙票によるオンライン調査を実施しました。調査

は 2023 年 11 月 21 日から 27 日にかけて実施され、日本全国で診療に携わっている 1,100 人

の医師から回答を得ました。 

 

主な調査結果  

1. 医師の多くは、気候変動に関する知識を十分に有さず（半分以上正解は 36.1％）、

「プラネタリーヘルス」という言葉は、浸透していない（18.2％） 

 

2. 医師の多くは、気候変動が日本人の健康に与える影響を実感しており、自身の患者へ

の健康への影響も実感している 

✓  78.1%の医師が、気候変動が人々の健康に影響を及ぼしていると感じている 

✓  51.5%の医師が、気候変動が自身の診療分野の患者の健康に影響を及ぼしていると感じ

ている 

 

3. 約 70％の医師が、気候変動による現時点での健康への影響を認識し、今後 10 年間で気

候変動が以下の健康問題に大きな悪影響を及ぼすと考えている 

✓ 異常気象（洪水、台風、地滑り、山火事など）による外傷（83.3%） 

✓ 熱関連疾患（79.5%） 

✓ 節足動物媒介感染症（75.8%） 

 

4. 気候変動が健康に与える影響に関して医師が教育を受ける機会は限定的である 

✓ 医学部在学中に気候変動と健康に関する講義を受講したことがある（6.5%） 

✓ 気候変動と健康に関する専門的な研修を受けたことがある（11.6%） 

 

5. 約 70％の医師は、より環境負荷が低く、持続可能性を考慮した製品、設備等の選択肢

がある場合には、選択したいと考えている 
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6. 半数以上の医師は、医師は、患者や自身の所属する医療施設に対して啓発を行うべき

であると考えている 

✓ 患者に対して、気候変動と健康について啓発を行うべき（56.7％） 

✓ 勤務する施設が持続可能な医療への転換のための啓発を施設に対して行うべき

（57.5%） 

 

7. 半数以上の医師は、気候変動と健康に関するより多くの行動を起こすことを妨げる主

な障壁として、情報や資源不足（54.4％）、知識不足（52.7％）、時間不足（51.7％）

を挙げている  
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背景 

 

気候変動の影響は、生態系、人の健康、社会に深刻な影響を及ぼすことが、世界中でますま

す明らかになっています。世界保健機関（WHO: World Health Organization）は、気候変動を

人類が直面する唯一最大の健康上の脅威と位置づけました[1] 。気候変動がもたらす健康リ

スクについて、医療従事者、特に医師の間での認識が高まっています。 

 

日本では、気候変動の影響により、熱波、洪水、土砂崩れなどの異常気象が予想を超えて多

発しています[2] 。熱中症による死亡者数は自然災害による死亡者数の 5.5 倍であり、その

大半は 65 歳以上の高齢者です[3, 4] 。医師は、気候変動の影響に関する情報を伝え、人々と

環境の健康を守る重要な役割を担っています。さらに、医療システムは二酸化炭素や人の健

康に悪影響を及ぼすその他の環境汚染物質の主要な排出源の一つです。したがって、2050 年

までのカーボンニュートラルの目標を達成するためには、保健医療セクターからの二酸化炭

素排出を削減し、より持続可能な医療システムの構築に注力することが不可欠です。 

 

本調査は、気候変動とその健康への影響に関する日本の医師の知識と意識、気候変動に特化

したアドバイスを患者に提供する意欲、気候変動政策への取り組みを理解するために実施し

ました。この調査を通して、気候変動に関する医師の知識を理解することで、気候変動によ

る健康への影響を軽減するために医師が取るべき行動を改善し、持続可能な医療システムの

構築や気候政策改革の改善に医師が関与するための支援や情報を提供することができます。 
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調査回答者の概要 

本調査では、日本で診療を行っている 1,100 人の医師（性別：男性 952 名、女性 133 名、ノ

ンバイナリー14 名、無回答 1 名）から回答を得た。 

 
結果 

◼ 気候変動に関する知識に関しては、4 問全て正答したのは 2％、半分以上正答は 36.1％

のみであり、医師の多くは、気候変動に関する知識を十分には有していない1 

 
 

1 Q1.気候変動の主な原因は何だと思いますか。Q2.気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書（AR6）によると、温室効果ガスの排出を早急に大幅に削減しない限り

今後 20 年間の平均で地球の気温はどの程度上昇すると予想されていますか。Q3. 令和２年に環境省が公表した気候変動影響評価報告書によると、健康分野で気候変動による影響が

特に重大で緊急性が高いと評価されたものはどれでしょう。Q4. 我が国において保健医療セクターからの温室効果ガス排出は全体の何％に相当するでしょうか。 

6

（2023年11月実施 N＝1,100）

対象者の属性（性別・年齢層・施設区分）

項目 N N＝1,100 %

年代 1,100

20代 36 3.3%

30代 176 16.0%

40代 263 23.9%

50代 308 28.0%

60代 272 24.7%

70代 41 3.7%

80代 3 0.3%

90代 1 0.1%

性別 1,100

男性 952 86.5%

ノンバイナリー 14 1.3%

女性 133 12.1%

無回答 1 0.1%

施設区分 1,100

診療所 385 35.0%

病院（医育機関附属の病院を除く) 591 53.7%

医育機関（医学部を有する大学又はその附属機関） 111 10.1%

介護老人保健施設 9 0.8%

介護医療院 2 0.2%

上記以外の施設 2 0.2%

15

（2023年11月実施 N＝1,100）

医師の多くは気候変動に関して正確な知識を有していない

半数以上正解
36.1％
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◼ 「プラネタリーヘルス」という言葉を知っている医師は、18.2％に過ぎず十分には認識

されていない 

 

 
 

◼ 多くの医師は気候変動が人々の健康に与える影響を認識している 

日本において、78.1%の医師は気候変動が人々の健康に与える影響を感じていると回答し、

また、51.5%の医師が患者の間でこのような影響を目の当たりにしていると回答した。 

 

10

（2023年11月実施 N＝1,100）

「プラネタリーヘルス」という言葉は、広くは認識されていない

13

（2023年11月実施 N＝1,100）

大半の医師は、気候変動が人々や患者の健康に与える影響を実
感している

そう感じる
78.1％

そう感じる
51.4％
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◼ 現在、および今後 10 年間において、気候変動が以下の健康問題にどのような悪影響を

及ぼすと考えるかについて医師の意見を尋ねたところ、回答は以下の通りであった。 

 
 

◼ 気候変動が健康に与える影響に関して医師が教育を受ける機会は在学中 6.5％、専門的

な研修受講 11.6％と限定的である

 

16

（2023年11月実施 N＝1,100）

様々な疾患において、今後10年間で気候変動による
健康影響が生じる可能性が高くなると回答している

熱関連疾患

寒冷に伴う疾患

呼吸器疾患

節足動物媒介
感染症

水系感染症

食品由来の
感染症

不安、うつ病、
その他の精神疾患

異常気象（洪水、
台風、地滑り、
山火事など）による
外傷

低栄養

9

（2023年11月実施 N＝1,100）

医師には気候変動と健康の影響に関する教育を得る機会が限ら
れている
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◼ より環境負荷が低く、持続可能性を考慮した製品、設備等の選択肢がある場合には、選

択したいと考える医師は、68.8％と多い  

 

 
 

◼ 56.7%の医師が患者に対して、気候変動の健康への影響について啓発すべきだと思って

いる 

 

 

20

（2023年11月実施 N＝1,100）

より環境負荷が低く、持続可能性を考慮した製品、設備等の選
択肢がある場合には、選択したいと考える医師が多い

思うと回答
68.8％

22

（2023年11月実施 N＝1,100）

大半の医師は患者に対して、気候変動の健康への影響について
啓発すべきだと考えている

思うと回答
56.7％
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◼ 57.5%の医師が持続可能な医療への転換のための啓発を施設に対して行うべきだと思っ

ている 

 

 
◼ 59.6%の医師が、人々が環境にやさしく持続可能なライフスタイルを選択するための行

動変容を支援する役割を担えると思っている 

 

 

23

（2023年11月実施 N＝1,100）

大半の医師は、勤務する施設が持続可能な医療への転換のため
の啓発を施設に対して行うべきと思っている

思うと回答
57.5％

22

（2023年11月実施 N＝1,100）

人々が環境にやさしく持続可能なライフスタイルを選択す
るための行動変容を支援する役割を担えると考えている

思うと回答
59.7％
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◼ 気候変動と健康の関連性を念頭に置いた診療の実践は約 30％と限られている 

 
 

◼ 約 37.6%の所属している医療機関が環境的に持続可能な医療の提供に向けた医療機関の

取組を行なっている 

 

16

（2023年11月実施 N＝1,100）

気候変動と健康の関連性を念頭に置いた診療の実践は約
30％程度と限られている

17

（2023年11月実施 N＝1,100）

環境的に持続可能な医療の提供に向けた医療機関の取組は、
限定的である
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◼ 気候変動と健康に関する啓発に取り組むことが難しい理由は、情報や資源不足・知識不

足・時間不足が原因として最多である 

 

 
 

考察 

世界中の医療従事者は、気候変動が人間の健康に与える影響についてますます認識を深めて

います。他の国の先行研究と同様に、この研究に参加した日本の医師たちは、気候変動が起

きていることを強く認識し、気候変動が人々の健康に及ぼす悪影響について実感しています。 

 

半数以上の医師が、気候変動が健康に与える影響について患者教育を行い、より環境的に持

続可能な医療に向けた緩和策を推進するために、勤務する施設内で意識向上を促進すべきだ

と回答しています。約 60％の医師が、医師は患者や一般の人々の態度や行動の変容を助け

る役割を果たせると同意しています。 

  

しかし、約 70％の医師は、気候変動と健康との関連や、健康の"コベネフィット"に関して患

者にほとんど助言せず、また、勤務施設で環境的に持続可能な医療や実践を提唱することも

ほとんどありません。気候変動と健康に関するアドバイスやアドボカシーを行う意欲を減退

させる要因について尋ねたところ、半数以上の医師が、時間不足、資源不足、知識不足を主

25

（2023年11月実施 N＝1,100）

気候変動と健康に関する啓発への取り組みが困難な理由に、
時間、情報、知識の不足を挙げている
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な障壁として挙げました。これは、医学部や専門の研修で気候変動と健康に関する授業や専

門的な研修や講座を受けていないと報告した医師が大多数である教育とトレーニングの調

査結果と一致しています。さらに、半数以上の医師が、自らの施設で気候変動と健康に関す

る教育資料（パンフレット、ファクトシート、ポスターなど）を掲示していないと報告して

います。世界中の医師を対象とした先行研究では、回答者の大多数が気候変動による健康へ

の脅威を認識しており、気候変動に関する取り組みについてもっと学び、より積極的に活動

する意欲を持っていること、また多くの回答者が活動のための時間と知識が不足していると

述べています[5,6,7]。 

 

さらに、本研究の教育と訓練については、大多数の医師が、医学部在学中や、気候変動と健

康に関する専門的な研修を受けていないと回答しています。さらに、半数以上の医師が、気

候変動と健康に関する教育資料（パンフレット、ファクトシート、ポスターなど）を所属し

ている機関や施設内で全く、もしくはほとんど掲示していないと回答しました。 

  

今回の調査結果から、医師たちが気候変動と健康に関して社会や政治の認識を向上させ、患

者に持続可能なライフスタイルを選択するよう行動変容を促進する役割を果たりたいとい

う関心が見られます。しかし、ほとんどの医師が実践で気候変動に取り組んでいないことも

事実です。医師達は気候変動がもたらす健康への脅威を認識していますが、それに対して自

分たちに何かできるか、どんな行動をとるべきなのかは、まだ理解されていないのかもしれ

ません。気候変動と健康に配慮した支援は、臨床の場ではまだ実施されておらず、医師が実

践に移すためには、勤務する施設や学会などからより多くの教育機会、資源、組織的な支援

を行う必要があると考えられます。 

 
 

提言 

今後 10 年間で熱関連疾患、節足動物が媒介する感染症、異常気象による身体的危害や傷害

による健康への悪影響が増加すると多くの医師が予測する中、環境の変化とそれが健康に及

ぼす影響を緩和し、適応するために、医師が果たせる役割を認識することは極めて重要です。

本質的な役割を果たすために、医療従事者は十分な知識を持ち、患者や一般市民を教育する

責任を果たすことが求められています。 

 

医学生の教育に関しては、2022 年の医学教育モデル・コア・カリキュラムの改訂で、「気候

変動と医療」などの必修項目が追加されました。これにより、将来の医師の知識が増加し、

医師が患者に気候リスクや気候の共同利益について教育する際により積極的な役割を果た

す可能性があります。また、現在臨床に携わっている医師には気候変動と健康に関して知識
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をつけ、行動するための機会が不足していることが示唆されました。この知識ギャップを埋

めるために、医師の生涯学習の一部にこのトピックを取り扱うことが必要となるでしょう。 

 

また、保健医療システムによる環境負荷に関して、医療システムは温室効果ガス（GHG）

の主要な排出源の一つです。人々の健康に対して責任を担う医療従事者にとって、気候変

動が人々の将来の健康に及ぼす負の影響を緩和することは、責務であります。GHG 排出を

削減する能力と意欲を大幅に高めることが必要です。 

 

気候変動による健康リスクに関する教育や認識向上活動を行ったり、気候変動政策の提唱

を行ったりする団体に所属する医師の割合はわずか（3.5％）ですが、様々な学会等で気候

変動と健康が取り上げられる機会は増えています。専門職団体は、医師に有益なリソース

を提供し、他の医師とともに医療システムにおいて、より環境的に持続可能な実践への変

更を積極的に奨励し、2050 年までに温室効果ガス排出量をネットゼロにするというパリ協

定の目標達成へのコミットメントを強化するよう政策立案者に働きかける機会を提供する

ことが期待されます。 

 

医師は日々患者の相談を受けており、社会からの認識と信頼を得ています。この信頼は、

医師に大きな個人的・政治的な影響力を与えています。医師は患者への健康的なライフス

タイルの提案と社会への健康的な公共政策を提唱するために、社会的影響力を行使する可

能性をもっと認識することが期待されます。 
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